
経営指標

（注）１．

２．

３．

業務純益＝業務収益－（業務費用－金銭の信託運用見合費用）
業務費用には、例えば人件費のうちの役員賞与等のような臨時
的な経費等を含まないこととしています。
また、貸倒引当金繰入額が全体として繰入超過の場合、一般貸倒引当金繰入額（または取崩額）を含みます。
実質業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額
実質業務純益は、業務純益から、一般貸倒引当金繰入額の影響を除いたものです。
コア業務純益＝実質業務純益－国債等債券損益
国債等債券損益は、国債等債券売却益、国債等債券償還益、国債等債券売却損、国債等債券償還損、国債等債券償却を通算した損益です。

（単位：千円）

令和 6年度

業 務 純 益

実 質 業 務 純 益

コ ア 業 務 純 益

コ ア 業 務 純 益
（投資信託解約損益を除く。）

840,575

823,991

842,759

842,759

業務純益

資 金 運 用 勘 定

資 金 調 達 勘 定

貸 出 金

預 け 金

有 価 証 券

預 金 積 金

137,584

30,502

57,212

49,089

123,583

123,507

2,220,002

408,818

409,804

1,388,268

101,288

100,911

1.61

1.34

0.71

2.82

0.08

0.08

資金運用収支の内訳

令和6年度 令和 6年度 令和 6年度

（単位：千円、％）

令和 6年度

資 金 運 用 収 支

役 務 取 引 等 収 支

そ の 他 の 業 務 収 支

業 務 粗 利 益

業 務 粗 利 益 率

2,118,713

2,220,002

101,288

75,229

148,790

52,014

93,794

2,981

73,560

12,939

887

59,733

823

312,665

292,848

－

19,817

311,841

311,615

－

－

226

2,194,766

1.59

業務粗利益

資 金 運 用 収 益

資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 収 益

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 業 務 費 用

受 入 為 替 手 数 料

その他の受入手数料

その他の役務取引等収益

支 払 為 替 手 数 料

その他の支払手数料

その他の役務取引等費用

国債等債券売却益

国債等債券償還益

その他の業務収益

国債等債券売却損

国債等債券償還損

国 債 等 債 券 償 却

その他の業務費用

Word
資金運用収支
　貸出を始めとする受け取った利息の合計額である資金運
用収益と預金を始めとする支払った利息の合計額である資
金調達費用の差額。

役務取引等収支
　提供したサービスによって受け取る手数料などの収益と
サービスを提供するためにかかる費用の差額。

その他の業務収支
　資金運用・資金調達、役務取引以外の業務（有価証券の売
買等）による収益と費用の差額。

業務粗利益
　信用金庫の収益性を示す指標のひとつ。
　資金運用収支、役務取引等収支、その他の業務収支の合計。

Point
業務純益、実質業務純益
　有価証券利息配当金の増加や国債等債券売却損の減少等
により、業務純益は前期比5億28百万円増加の13億68百万円
となりました。また、業務純益から一般貸倒引当金の繰入額3
百万円を除いた実質業務純益は13億72百万円となりました。｠

コア業務純益、コア業務純益（投資信託解約損益を除く。）
　実質業務純益から国債等債券損益1億96百万円を除いたコ
ア業務純益は11億75百万円と4期連続の増益となりました。

Point
資金運用収支
　有価証券利息配当金の増加により、資金運用収支は前期
比3億42百万円増加の24億60百万円となりました。

業務粗利益
　資金運用収支やその他の業務収支の増加等により、業務
粗利益は前期比5億70百万円増加の27億65百万円となり
ました。
　この結果、業務粗利益率は0.38ポイント上昇し1.97％と
なりました。

（注）業務粗利益率＝ 　　　　　　　　　　　×100
業務粗利益

資金運用勘定平均残高

平 均 残 高（百万円） 利   息（千円） 利 回 り（％）

令和 7年度

2,460,883

2,728,403

267,520

88,621

162,173

52,820

106,222

3,130

73,552

12,772

872

59,907

215,949

322,152

302,312

－

19,840

106,202

105,948

－

－

254

2,765,454

1.97

令和 7年度

1,368,838

1,372,074

1,175,711

1,175,711

139,716

31,072

47,104

60,801

125,404

125,332

2,728,403

443,408

456,454

1,813,148

267,520

267,162

1.95

1.42

0.96

2.98

0.21

0.21

令和 7年度 令和 7年度 令和 7年度
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資金運用利回
　貸出金や有価証券等で資金を運用した利回りです。

資金調達原価率
　預金等で資金を調達するためにかかったコスト（例え
ば預金利息や人件費などの経費）の比率です。

総 資 金 利 鞘
　資金運用利回から資金調達原価率を差し引いたもの
で、調達した総資金の運用成果を示す指標です。

総資産利益率
　総資産利益率は資産平残に対する利益の比率を示す
もので、一般にＲＯＡ（Return on Asset）と呼ばれて
います。

①総資産経常利益率 

＝　　　　　　　　　　　　　　　　　 ×１００

②総資産当期純利益率 

＝　　　　　　　　　　　　　　　　　 ×１００

（単位：千円）

令和 6年度

受 取 利 息

支 払 利 息

貸 出 金

預 け 金

有 価 証 券

預 金 積 金

10,163

△ 25,991

16,705

△ 13,988

780

779

499,634

16,317

301,189

215,827

68,420

68,412

509,797

△ 9,674

317,894

201,839

69,201

69,191

受取・支払利息の増減

（注）残高及び利率の増減要因が重なる部分については、両者の増減割合に応じて按分しております。

（単位：％）

令和 6年度

資 金 運 用 利 回

資 金 調 達 原 価 率

総 資 金 利 鞘

1.61

1.21

0.40

利  鞘

（単位：％）

令和 6年度

総 資 産 経 常 利 益 率

総 資 産 当 期 純 利 益 率

0.55

0.30

利益率

残高による増減 利率による増減 純 　 増 　 減

（単位：千円）

令和 6年度

人 件 費

物 件 費

税 金

　合　　　　　　　計　

835,530

646,965

76,500

112,064

509,386

218,277

964

9,582

3,391

152,124

78,659

18,884

27,785

39,993

8,807

16,682

10,769

144,133

17,552

49,366

1,394,283

経費の内訳

報 酬 給 料 手 当

退 職 給 付 費 用

そ の 他

事 務 費

固 定 資 産 費

事 業 費

人 事 厚 生 費

減 価 償 却 費

そ の 他

旅 費 ・ 交 通 費

通 信 費

事 務 機 械 賃 借 料

事 務 委 託 費

土 地 建 物 賃 借 料

保 全 管 理 費

広 告 宣 伝 費

交際・寄贈・諸会費

経常利益
総資産（除く債務保証見返）平均残高

当期純利益
総資産（除く債務保証見返）平均残高

当金庫は、協同組織の地域金融機関として、地域経済の持続的な発展に貢献するために必要となる収益の確保に努めていま
す。そのため、単に高い収益性を目指すのではなく、可能な限り地域の皆様に収益を還元することを第一義としております。

収益性に対する考え方

Word

令和 7年度

40,928

8,499

△ 218,421

332,268

3,808

3,819

467,472

26,090

265,070

92,610

162,422

162,431

508,401

34,590

46,649

424,879

166,231

166,251

残高による増減 利率による増減 純 　 増 　 減

令和 7年度

1.95

1.34

0.61

令和 7年度

0.91

0.63

令和 7年度

803,138

669,224

△ 893

134,806

563,360

238,718

1,400

9,296

3,639

166,147

94,492

16,115

30,795

52,803

5,961

30,837

9,161

150,436

17,747

57,859

1,424,358
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営業の状況

報酬体系について

１．対象役員
　当金庫における報酬体系の開示対象となる「対象役員」は、常勤理事及び常勤監事をいいます。対象役員に対する報酬等は、
職務執行の対価として支払う「基本報酬」及び「賞与」、在任期間中の職務執行及び特別功労の対価として退任時に支払う「退
職慰労金」で構成されております。

（１）報酬体系の概要

【基本報酬及び賞与】
　非常勤を含む全役員の基本報酬及び賞与につきましては、総代会において、理事全員及び監事全員それぞれの支払総額の最
高限度額を決定しております。
　そのうえで、各理事の基本報酬額及び賞与額につきましては役位や在任年数等をそれぞれ勘案し、当金庫の理事会において
決定しております。また、各監事の基本報酬額及び賞与額につきましては、監事の協議により決定しております。

【退職慰労金】
　退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計上し、退任時に総代会で承認を得た後、支払っております。
　なお、当金庫では、全役員に適用される退職慰労金の支払いに関して、主として次の事項を規程で定めております。
　ａ．支払時期　ｂ．算出方法

（２）令和7年度における対象役員に対する報酬等の支払総額

（３）その他
　「信用金庫法施行規則第１３２条第１項第６号等の規定に基づき、報酬等に関する事項であって、信用金庫等の業務の運営又は
財産の状況に重要な影響を与えるものとして金融庁長官が別に定めるものを定める件」（平成２４年３月２９日付金融庁告示第２２
号）第２条第１項第３号、第４号及び第６号に該当する事項はありませんでした。

2.対象職員等
　当金庫における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、当金庫の非常勤役員、当金庫の職員であって、対象役員が受け
る報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者のうち、当金庫の業務及び財産の状況に重要な影響を与える者をいいます。
　なお、令和７年度において、対象職員等に該当する者はいませんでした。

（単位：百万円）

支 払 総 額区 　 分

対 象 役 員 に 対 す る 報 酬 等 １１６
（注） 対象役員に該当する理事は７名、監事は２名です。（期中退任者及び期中に理事を退任し、監事に就任した者を含む）

上記の内訳は、「基本報酬」８5百万円、「賞与」1４百万円、「退職慰労金」1６百万円となっております。
なお、「賞与」は当年度中に支払った賞与のうち当年度に帰属する部分の金額（過年度に繰り入れた引当金分を除く）と当年度に繰り入れた役員賞与引当金の合計額です。
「退職慰労金」は、当年度中に支払った退職慰労金（過年度に繰り入れた引当金分を除く）と当年度に繰り入れた役員退職慰労引当金の合計額です。
使用人兼務役員の使用人としての報酬等を含めております。

1.
2.

3.

（注） 対象職員等には、期中に退任・退職した者も含めております。
「同等額」は 、令和７年度に対象役員に支払った報酬等の平均額としております。
令和７年度において対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者はいませんでした。 

1.
2.
3.

（単位：百万円）

令 和 6 年 度

流 動 性 預 金

定 期 性 預 金

そ の 他

　小　　　　　　　　　　計　

譲 渡 性 預 金

　合　　　　　　　　　　計　

有 利 息 預 金

固 定 金 利 定 期 預 金

変 動 金 利 定 期 預 金

45,718

40,470

77,341

73,746

785

448

123,507

－

123,507

預金積金
■預金積金及び譲渡性預金平均残高

（注） 流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金
定期性預金＝定期預金＋定期積金
固定金利定期預金：預入時に満期日までの利率が確定する定期預金
変動金利定期預金：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する定期預金

1.
2.

令 和 7 年 度

47,963

42,539

76,926

73,608

708

443

125,332

－

125,332

■自己資本調達手段の概要
　自己資本は、出資金及び利益剰余金等により構成されております。
　なお、当金庫の自己資本調達手段は普通出資（発行主体：当金庫）
のみであり、コア資本に係る基礎項目の額に算入された額は263百
万円です。

■自己資本の充実度に関する評価方法の概要
　当金庫は、これまで、内部留保による資本の積上げ等を行うことに
より自己資本の充実を図ってきました。令和7年度末の自己資本比率
は26.17%と、国内基準４％を大きく上回る水準にあります。
　なお、将来の自己資本の充実策については、年度ごとの経営計画
に基づく業務推進を通じ、そこから得られる利益による資本の積上
げを第一義の施策と考えております。

■信用リスクに関する事項 
　信用リスクとは、お取引先の倒産や財務状況の悪化などにより、当
金庫の資産の価値が減少ないし消失し、損失を被るリスクのことで
す。
＜リスク管理の方針及び手続きの概要＞
　当金庫では、信用リスク管理方針に基づき信用リスク管理要領を
策定し、与信判断の基本的な考え方を明示した与信判断の指針を
理念として信用リスク管理を徹底しています。
　また、特定の業種、特定の債務者への与信集中リスクを管理する
ため、大口与信先や特定業種の与信限度額を定めて管理し、この
管理状況を常務会、理事会に報告しております。
　貸倒引当金は「自己査定基準」「償却・引当に関する基準」に基づ
き、自己査定における債務者区分ごとに計算された貸倒実績率を
基に算定するとともに、その結果については監査法人の監査を受
けるなど、適正な計上に努めております。
＜リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関等の名称＞
　リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は以下の４つの
機関を採用しています。なお、エクスポージャーの種類ごとに適格
格付機関の使い分けは行っておりません。
　①（株）格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）
　②（株）日本格付研究所（ＪＣＲ）
　③ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Ｍｏｏｄｙ’ｓ）
　④S&P グローバル・レーティング（Ｓ＆Ｐ）

■信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要
　当金庫では信用リスク管理の観点から、信用リスクの軽減を目的に
担保・保証の保全措置を講じており、具体的には不動産や預金等の担
保、公的保証機関である信用保証協会等の保証がこれに該当しま
す。ただし、これはあくまでも補完的措置であり、資金使途、返済原
資、財務内容、事業環境、経営者の資質等様々な角度から判断を行っ
ております。
　ただし、判断の結果、担保又は保証が必要な場合にはお客様への
十分な説明とご理解をいただき適切な取扱いに努めています。
　当金庫が扱う担保には、当金庫預金積金、有価証券、不動産等、保
証には人的保証、信用保証協会保証、政府関係機関保証、民間保証等
がありますが、その手続きについては金庫が定める「貸出金事務取
扱規定」等により、適切な事務取扱いを行っております。
　また、割引手形、手形貸付、証書貸付、当座貸越、債務保証等取引
に関して、お客様が期限の利益を失われた場合には、当該与信取引
の範囲において預金相殺を用いる場合があります。この際、信用リス
ク削減方策の一つとして当金庫が定める「貸出金事務取扱規定」や
各種約定書に基づき、法的に有効である旨確認の上、事前の通知や
諸手続きを省略して払戻充当いたします。
　なお、当金庫が採用しているバーゼルⅢで定められている信用リス
ク削減手法には預金相殺の他に適格担保としての当金庫預金積金が
あります。

■市場リスクに関する事項
　市場リスクとは、金利、為替、株式等の様々な市場の変動によって、
保有する資産・負債の価値が変動し損失を被るリスクをいいますが、
市場リスクには、主に「金利リスク」「価格変動リスク」「為替リスク」
があります。
＜リスク管理の方針及び手続きの概要＞
　当金庫では市場リスクに対応するためＡＬＭ委員会において、資
産・負債の総合管理を行い、ＡＬＭ委員会で協議した主な内容は理
事会へ報告しております。
　市場リスク管理におけるリスク量については、分散共分散法によ
るＶａＲ法、ＢＰＶ法により計測しております。
＜派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する
リスク管理の方針及び手続きの概要＞
　当金庫は直接派生商品取引を行っておりません。

　また、長期決済期間取引は該当ありません。
＜銀行勘定における出資その他これに類するエクスポージャー又は
株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続きの
概要＞
　上場株式、株式型投資信託については、時価評価のほか、VaR法
によるリスク計測によってリスク量を把握するとともに当金庫の抱
える市場リスクの状況や運用基準枠・リスク許容限度枠の遵守状況
についてＡＬＭ委員会に報告・検証のうえ、常務会及び理事会に報
告しております。
　一方、非上場株式、子会社株式、政策投資株式、投資事業組合等
への出資金にかかるリスクの認識については、有価証券にかかる運
用方針の中で定める運用枠内での取引に限定するなど、適正な運
用・管理を行っています。
　なお、当該取引にかかる会計処理については、当金庫が定める
「有価証券会計処理基準」及び日本公認会計士協会の「金融商品
会計に関する実務指針」に従った適正な処理を行っております。

■証券化エクスポージャーに関する事項
＜リスク管理の方針及びリスク特性の概要＞
　証券化取引とは、貸出債権等の原資産に係る信用リスクを優先
劣後構造の関係にある二つ以上のエクスポージャーに階層化し、そ
の一部又は全部を第三者に移転する性質を有する取引をいい、証
券化エクスポージャーとは証券化取引に係るエクスポージャーをい
います。
　当金庫が証券化取引を行う場合には、有価証券投資の一環で投
資家として証券化取引を行っております。
＜自己資本比率告示第248条第1項第1号から第4号までに規定する
体制の整備及びその運用状況の概要＞
　証券化エクスポージャーへの投資の可否については、市場環境、
証券化エクスポージャー及びその裏付資産に係る市場の状況等、
当該証券化エクスポージャーに関するデューデリジェンスやモニタ
リングに必要な各種情報が投資期間を通じて継続的または適時に
入手可能であることを運用部門において事前に確認するとともに、
当該証券化エクスポージャーの裏付資産の状況、パフォーマンス、
当該証券化商品に内包されるリスク及び構造上の特性等の分析を
行い、ＡＬＭ委員会での承認を経たうえで、理事長の決裁により最
終決定することとしております。
＜信用リスク削減手法として証券化取引を用いる場合の方針＞
　当金庫は、信用リスク削減手法として証券化取引及び再証券化
取引を用いておりません。
＜証券化エクスポージャーについて、信用リスク・アセットの額の算出
に使用する方式の名称＞
　当金庫は標準的手法を採用しております。
＜証券化取引に関する会計方針＞
　当該取引にかかる会計処理については、当金庫が定める「有価
証券会計処理基準」及び日本公認会計士協会の「金融商品会計に
関する実務指針」に従った適正な処理を行っております。
＜証券化エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使
用する適格格付機関の名称＞
　証券化エクスポージャーのリスク・ウェイトの判定に使用する適
格格付機関は以下の４つの機関を採用しています。なお、投資の種
類ごとに適格格付機関の使い分けは行っておりません。
　①（株）格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）
　②（株）日本格付研究所（ＪＣＲ）
　③ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Ｍｏｏｄｙ’ｓ）
　④S&P グローバル・レーティング（Ｓ＆Ｐ）

■マーケット・リスクに関する事項
　マーケット・リスクとは、市場リスクのうち、マーケット・リスク規制
の適用対象となるトレーディング取引や為替取引及びコモディティ取
引に係るものをいいます。
＜リスク管理の方針、手続及び体制の概要＞
（１）リスクの特定、評価、管理及び削減に係る方法並びにヘッジの

有効性に係る監視の方法
　当金庫では、マーケット・リスクの計測について「簡易的方
式」を採用し、総務部経営企画が管理しております。
　また、フロントオフィス（資金運用部）とバックオフィス（総務
部経理）を分離したうえで、ミドルオフィス（総務部経営企画）
を設置することで、相互牽制が可能な体制をとっております。
　リスク削減に係る方法については、銀行勘定における金利リ
スクに関する事項に記載しております。なお、当金庫では、リス
クの削減を目的としたヘッジ取引は行っておりません。

（２）トレーディング勘定に分類する商品の範囲を定めるための方針
及び手続（低流動性ポジションの特定、管理及び監視に係る方
法を含む。）

　マーケット・リスク相当額に係る額の算入にあたっては、簡易
的方式を採用し、すべての商品をバンキング勘定に分類してお
ります。

（３）トレーディング勘定とバンキング勘定との間の商品の振替を
行った場合には、次に掲げる事項
・当該振替を行った商品の市場価値及びグロスの公正価値
・当該振替の理由
　トレーディング勘定とバンキング勘定との間の商品の振替は
行っておりません。

（４）内部取引担当デスクのリスク移転の状況
　内部取引担当デスクは設置しておりません。

＜報告及び計測に係るシステムの範囲並びにその内容＞
　総務部経営企画は、マーケット・リスクの計測対象となる有価証
券等にかかる評価損益やＶａＲなどのリスク量を日次でモニタリン
グしております。また、リスク量の状況等を理事会及び常務会、ＡＬ
Ｍ委員会に月次で報告しております。

■オペレーショナル・リスクに関する事項
　オペレーショナル・リスクとは、金融機関の内部管理体制の不備や
システムトラブルによる事故、災害等の外生的事象から発生しうるリ
スクをいい、当金庫では、事務リスク、システムリスク、その他のオペ
レーショナル・リスク（法務リスク、人的リスク、有形資産リスク、風評
リスク等）を総称してオペレーショナル・リスクと定義しております。

＜リスク管理の方針及び手続きの概要＞
　オペレーショナル・リスクの管理方針や管理体制については、「オ
ペレーショナル・リスク管理方針」及び「オペレーショナル・リスク管
理規定」で定めています。
　また、適正なリスク管理を実現するため、リスク毎の特性等に応
じた管理規定等を定めるとともにリスク管理の状況については理
事会及び常務会へ定期的に報告することとしております。
＜オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法＞
　当金庫は、標準的計測手法によりオペレーショナル・リスク相当
額を算定しております。
＜BIの算出方法＞
　当金庫は、金利要素、役務要素及び金融商品要素の合計額であ
らわされる事業規模指標をBIとしております。
＜ILMの算出方法＞
　当金庫は、ILM（内部損失乗数）については、自己資本比率告示
第306条第1項第3号に基づき、「1」を使用しております。
＜オペレーショナル・リスク相当額の算出に当たって、BIの算出から除
外した事業部門の有無＞
　該当事項はありません。
＜オペレーショナル・リスク相当額の算出に当たって、ILMの算出から
除外した特殊損失の有無＞
　該当事項はありません。

HACHISHIN ▶▶▶ 資料編（経営指標）／（営業の状況）
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